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平成 29 年 12 月 21 日 

防災・危機管理課  

 

地震被害想定調査の結果の概要について 

 

本県に影響を及ぼす可能性のある主要活断層のうち、発生確率が比較的高く、発生した場

合に社会的影響が大きいなどとして国の地震調査研究推進本部が追加調査を行った「砺波平

野断層帯西部」「森本・富樫断層帯」「邑知潟断層帯」について、富山県内の最新の建物の状

況や、国の地震研究に関する最新の知見などを踏まえ、地震被害想定を実施するとともに、

地震防災対策を推進した場合の人的被害の軽減効果を予測したもの。 

１ 調査対象断層帯による地震の発生確率等について   

断層帯名 活断層のリスク
の相対的評価 

 
想定地震規模 

30 年以内の地震発生確率 

砺波平野断層帯西部 Ａ(やや高い) 
ほぼ 0%～2%  

もしくはそれ以上 
Ｍ7.2 程度 

石

川

県 

森本・富樫断層帯 Ｓ(高い) 2%～8% Ｍ7.2 程度 

邑知潟断層帯 Ａ(やや高い) 2% Ｍ7.6 程度 

※地震調査研究推進本部｢主要活断層帯の長期評価の概要(Ｈ29.1)」より 

 

 

 

＜参考１＞呉羽山断層帯による地震の発生確率等について 

活断層のリスクの相対的評価「Ｓ（高い）」、30 年以内の地震発生確率「ほぼ 0％～5％」、想定地震規模「Ｍ7.4 程度」 

＜参考２＞プレート間地震と陸域の浅い地震について※地震調査研究推進本部｢地震がわかる(H26.2)｣より 

項目 プレート間地震 陸域の浅い地震 

発生の 

仕組み 

①海のプレートが陸のプレートの下に沈

み込む際に、陸のプレートの先端部を引

きずり込み、ひずみを蓄積 

②ひずみが限界に達したとき、陸のプレー

トの先端部が跳ね上がり、地震が発生 

①プレート運動による間接的なひずみが

岩盤に蓄積 

②地下数ｋｍから 20ｋｍ程度までの比較

的浅い部分で断層運動が起こり、地震

が発生 

地震 
規模 

○マグニチュード８以上の巨大地震にな

ることがある 

○マグニチュード 7.0 程度のものが多く

見られる 

発生 
間隔 

○太平洋側では数十年から数百年程度の

短い間隔 

○数千年から数万年の長い間隔 

＜プレート間地震＞                ＜陸域の浅い地震＞ 

 

 

 

 

 

 

【過去の大地震における 30 年以内の地震発生確率】 

■阪神・淡路大震災（六甲・淡路島断層帯の一部）…… 0.02〜８％ 

■熊本地震（布田川断層帯（布田川区間））     …… ほぼ 0～0.9％ 

資料１－① 
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２ 調査の概要 

 

（１）調査内容 

①揺れや地震火災等による人的被害、建物被害の予測 

②地震防災対策を推進した場合の、人的被害の軽減効果の予測 

 

（２）調査にあたっての前提条件 

項目 前提条件 

対象断層 

 

対象断層 
想定 

地震規模 
断層長さ 備考 

砺波平野断層帯西部 Ｍ7.2 程度 26km  

森本・富樫断層帯 Ｍ7.2 程度 26km  

邑

知

潟

断

層

帯 

ケース１ 

Ｍ7.6 程度 約 44km 

南西側の小さな強震動

生成域に破壊開始点 

ケース２ 
北東側の大きな強震動

生成域に破壊開始点 

ケース３ 
南西側の大きな強震動

生成域に破壊開始点 

ケース４ 
北東側の小さな強震動

生成域に破壊開始点 

※国の地震調査研究推進本部「主要活断層の長期評価の概要(H29.1.1)」

より。 

※国の地震調査研究推進本部は、邑知潟断層帯の断層モデルについて、 

強震動生成域２ケース、破壊開始点２ケース、合計４ケースを設定し 

ている。 

 

県内の 

震度分布 

 

・国の地震調査研究推進本部による｢震源断層を特定した地震動予測地図｣

による震度分布 

※分布図：250ｍメッシュ 

 

→資料１－②を参照 

建物構造 

の分布 

・固定資産課税台帳(H29)による分布 

※木造      79.5% 

※鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造    4.5% 

※鉄骨造     16.0% 

予測手法 

・国の最新の知見に基づく予測手法（H24.8 中央防災会議） 
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３ 調査結果の概要 

（１）被害想定の予測 → 市町村ごとの詳細は、資料１－③を参照 

 

 砺波平野 
断層帯西部 

森本・富樫 
断層帯 

 ＜参考＞ 
呉羽山断層
帯(H23.6 公表) 

物

的

被

害 

建物 
全壊（棟） 14,312 3,545  90,424 

半壊（棟） 42,842 21,156  273,752 

火災・延焼 （棟） 102 0  3,711 

落下物 （棟） 2,967 264  37,390 

ブロック塀等 （件） 359 0  29,726 

自動販売機 （件） 0 0  3,057 

人的
被害 

死者 （人） 431 65  4,274 

負傷者 （人） 5,795 2,104  20,958 

 

 邑知潟断層帯 

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ 

物

的

被

害 

建物 
全壊（棟） 73,971 76,375 79,389 89,066 

半壊（棟） 78,732 80,982 82,244 80,590 

火災・延焼 （棟） 782 834 846 1,008 

落下物 （棟） 36,881 37,363 37,978 46,287 

ブロック塀等 （件） 5,619 5,438 5,712 6,534 

自動販売機 （件） 0 0 0 0 

人的
被害 

死者 （人） 3,016 3,087 3,178 3,557 

負傷者 （人） 17,974 18,416 18,668 19,590 

 

（２）人的被害の軽減効果の予測 

県耐震改修促進計画(H28.10 改定)の住宅耐震化目標(H33 耐震化率 85％、H37 耐震化率

90％)を達成した場合、人的被害(死者)は大幅減少の見込 

※平成 25 年住宅・土地統計調査による推計値 

 現状 住宅の耐震化率を向上した場合 

耐震化率 72%※ 85% 90% 

予測 

死者数 

砺波平野断層帯西部 431 人 
234 人 

(▲197 人) 
158 人 

(▲273 人) 

森本・富樫断層帯 65 人 
34 人 

(▲31 人) 
23 人 

(▲42 人) 

邑知潟断層帯 

（ケース４） 
3,557 人 

2,215 人 
(▲1,342 人) 

1,701 人 
(▲1,856 人) 

     

＜参考＞ 
耐震化率 68% 85% 90% 

呉羽山断層帯 4,274 人 
2,107 人 

(▲2,167 人） 
1,879 人 

(▲2,395 人） 
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４ 地震防災対策の拡充強化 

今回の地震被害想定調査の結果や熊本地震の教訓を踏まえ、引き続き、震災予防から復旧

までの地震防災対策を総合的に推進する。 

 

（１）震災予防・減災対策の拡充強化 

①耐震化の促進 

○一戸建て木造住宅の耐震化の促進 

・全国トップクラスの耐震診断や改修に係る補助制度のＰＲを強化 

   ○市町村の防災拠点施設、小中学校等の耐震化の促進 

    ・防災拠点となっている市町村庁舎の早期の耐震化を要請（29 年３月 74.2％） 

    ・小中学校の早期の耐震化を要請（29 年３月 92.9％）  

○大規模施設の耐震化の促進 

    ・ホテルや旅館等の不特定多数が利用する大規模施設の耐震化を支援 

 

＜参考＞県有施設の耐震化の推進 

・防災拠点施設となっている県庁舎の耐震化（100％） 

・県立学校の耐震化（100％） 

・緊急通行確保路線となっている橋梁の耐震化（100％） 

 

②県民の防災意識の啓発、防災教育の推進 

○地震・津波防災読本の作成 

 ・今回の地震被害想定や津波シミュレーションの結果、日頃の備えなど内容とする 

防災読本を作成し、県民の防災意識の向上につなげる 

○県民一斉防災訓練「シェイクアウトとやま」の実施 

・26 年度より毎年実施（29 年度の参加者は 18.5 万人） 

○防災気象講演会や地域防災フォーラムなどの開催 

 ・災害への備え、富山の津波の特徴、避難所運営など 

○県広報番組やホームページ、出前県庁等による啓発 

 ・県広報番組「こんにちは富山県です」や県ホームページ「地震対策の必要性を呼  

びかける動画」等による広報 

・出前県庁による積極的な啓発（28 年度は 11 回、29 年度は 12 月までに 11 回） 

○四季防災館における実践的な研修・学習機会の提供 

○公的保険制度である地震保険の普及啓発 

 

（２）防災関係機関の応急・復旧体制の充実 

○地震被害を想定した災害時受援体制の構築に向けた検討 

 ・29 年度内に指針をとりまとめ、30 年度に具体的な「災害時受援計画」を策定 

 （組織体制や人的支援の受入れ、物資輸送の円滑化などについて検討） 

 

 

 


